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 下記のとおり移転工法を認定しました。 

 

     認定工法                               

建物等の所有者  

所 在 地  

構 造 ・ 用 途  

規 模  

 

 

１ 概要 

 

 



２ 調 査 事 項 

 

(1) 地域の用途的特徴及び建物の立地状況 

(2) 隣接地及び周辺の利用状況 

(3) 公法上の規制 

(4) 土地の面積、形状及び利用状況 

(5) 建物の構造、規模及び用途 

(6) 建物の建築年月日及び維持保存の状況 

(7) 土地と建物の関係位置 

(8) 営業所については上記事項のほか次の事項 

(ｲ) 業種 

(ﾛ) 沿革及び特殊性 

(ﾊ) 財務状況 

(ﾆ) 組織及び従業員数 

(ﾎ) 取引形態及び生産方式 

(ﾍ) 生産方式（図式） 

(ﾄ) 営業の季節的変動 

(ﾁ) 建物と機械工作物の関係位置 

(ﾘ) その他必要な事項 

(9) その他必要な事項 

 

 

３ 土地の取得の事項及び変更事項 

(1) 土地の取得の面積及び一団地に対する割合 

(2) 残地の面積及び形状 

(3) 支障となる建物棟数及び付属設備等の状況 

 



４ 移転工法の検討 

工 法 の 種 別 検 討 内 容 問 題 点 

(1)   

(2)   

(3)   

 



５ 移転工法認定説明 



６ 移転工法別補償額 

 

　　　　補償区分

移転工法の種別

建 物
補 償 額

機械設備等
補 償 額

工 作 物
補 償 額

立 竹 木
補 償 額

営 業
補 償 額

仮 住 居
補 償 額
（仮施設）

動産補償額 移転雑費補償額 その他 合　計 摘 要

(1)　　　　　工法

①
②
③
④
計

①
②
③
④
計

(2)　　　　　工法

①
②
③
④
計

①
②
③
④
計

(3)　　　　　工法

①
②
③
④
計

①
②
③
④
計

(4)　　　　　工法

①
②
③
④
計

①
②
③
④
計

補償額の
内訳は別
添のとお
り建物は
１棟ごと
機械設備
等は１施
設ごとと
する。



７ 添 付 書 類 

 

(1) 添付図書（配置図等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 参考法令（条文を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) その他（補償額内訳書等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 概要は、報告書作成にあたり必要となる基本的な考え方を記載する。 

２ 調査事項は、移転工法認定にあたり必要となるすべての事項に対する調査結果を記載する。 

３ 移転工法の検討は、標準工法別に検討内容を説明し、その工法を採用する場合に支障とな

る問題があるときは、その問題点を具体的に説明する。 

４ 移転工法認定説明は、移転工法別に経済比較、従前との価値及び機能維持等を総合的に検

討し、最も合理的かつ経済的と判断された移転工法について説明をする。 

５ 移転工法認定は、営業補償等の関係で複数工法の認定もあり得る。 


